
1．市税の適用税率状況

軽自

法 人 50㏄ 51 ～ 91 ～

税 割 以下 90㏄ 125㏄

　　　 円 　　　　 円 　　　円  円 円 円

3,000,000

1,750,000

410,000

400,000

6% 160,000 8.4% 1.4% 6.552 2,000 2,000 2,400

150,000

130,000

120,000

50,000

資料：三木市総務部税務課

（注）「法人税割」の税率は、令和元年10月1日以後に開始する事業年度から適用されている。（12.1％から減税）

令和4年度 3,500

均等割 所得割 均等割

税  ・  財　　政

年度

税目
市民税（個人） 市民税（法人）

固　定
資産税

市
たばこ税

2．市税課税状況

課税標準 調定額 課税標準 調定額

38,594人 38,823人

1,946法人 1,974法人

36，617台 36，906台

資料：三木市総務部税務課

 (注) 現年分のみの数値である。

        〃　所 得 割

      法 人 均 等 割

       〃　 税    割

         　年度・区分
項　目

平成30年度 令和元年度

総　　　　数

市 民 税

      個 人 均 等 割

特 別 土 地 保 有 税

入 湯 税

固 定 資 産 税

      純 固 定資産税

      交付金・納付金

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税
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税
・
財　

政

動車税 その他 二　輪

軽二 軽三 特　殊 小　型

輪車 輪車 作業用 自動車

　　円 　　円 　円 円 　　円 　　円 　　円 　　円 　　円 　　 円 円

宿泊

日帰り

軽四貨物 軽四乗用
農　耕
作業用

都市
計画税

入湯税
営業用 自家用 営業用 自家用ﾐﾆｶｰ

単位：千円

課税標準 調定額 課税標準 調定額 課税標準 調定額

38,843人 38,695人 38,621人

1,987法人 1,999法人 2,067法人

36，602台 36,419台 36,261台

1．市税の適用税率状況

軽自

法 人 50㏄ 51 ～ 91 ～

税 割 以下 90㏄ 125㏄

　　　 円 　　　　 円 　　　円  円 円 円

3,000,000

1,750,000

410,000

400,000

6% 160,000 8.4% 1.4% 6.552 2,000 2,000 2,400

150,000

130,000

120,000

50,000

資料：三木市総務部税務課

（注）「法人税割」の税率は、令和元年10月1日以後に開始する事業年度から適用されている。（12.1％から減税）

令和4年度 3,500

均等割 所得割 均等割

税  ・  財　　政

年度

税目
市民税（個人） 市民税（法人）

固　定
資産税

市
たばこ税
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3．固定資産台帳縦覧状況 単位：千円

縦覧者数 審査申出人

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部税務課 （「主要施策実績報告書」による）

      区分

年度

固定資産台帳縦覧

4．市税徴収状況

調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 総

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 現　　　　　　　　　　　　　 年

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 滞　　　　　　　　　　　　　 納

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 不　　　　　　　　　　　　　 納

平成30年度

令和元年度

       区分

年度

総　　　額

市

計
個

均 等 割
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単位：千円・％

調定額 収入済額 調定額 収入済額 調定額 収入済額 調定額 収入済額 徴収率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 度　　　　　　　　　分

　　　　　　　　 繰　　　　　　　　　越　　　　　　　　　分

　　　　　　　　 欠　　　　　　　　　損　　　　　　　　　額

民　　　　　　　　　税 固　定　資　産　税

人 法　　　　　人
計

所　得　割 均　等　割 法 人 税 割

5．市税徴収諸事務件数 単位：件

督 促 状 不納欠損

発　　送 処　　理

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部税務課，債権管理課（「主要施策実績報告書」による）

公　売
       区分

年度
差　　押 交付要求 執行停止 徴収嘱託

4．市税徴収状況

調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 総

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 現　　　　　　　　　　　　　 年

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 滞　　　　　　　　　　　　　 納

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 不　　　　　　　　　　　　　 納

平成30年度

令和元年度

       区分

年度

総　　　額

市

計
個

均 等 割
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単位：千円・％

調定額 収入済額 調定額 収入済額 調定額 収入済額 徴収率

                 額

　　　      　　度　　　　　　分

　　　　　繰　　　　越　　　 　分

　　　　 欠　　　　 損 　　　　額

産          税　　（つづき）

軽　自　動　車　税
交付金及び納付金

償却資産

市税徴収状況（つづき）

調定額 収入済額 調定額 収入済額 調定額 収入済額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現　　　　　　　　　　　　　　 年

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滞　　     　     　　　　　　　 納

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不　　　　　　　　　　　　　　 納

平成30年度

令和元年度

純　固　定　資　産　税

計 土　　　地 家　　　屋

       区分

年度

固　　　　　　　　定　　　　　　　　資
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単位：千円・％

調定額 収入済額 調定額 収入済額 調定額 収入済額 徴収率

                 額

　　　      　　度　　　　　　分

　　　　　繰　　　　越　　　 　分

　　　　 欠　　　　 損 　　　　額

産          税　　（つづき）

軽　自　動　車　税
交付金及び納付金

償却資産
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単位：千円・％

調定額 収入済額 調定額 収入済額 調定額 収入済額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額

　　　　　　　　　　　 度　　　　　　　　　　　　　　　　　分　

　　　　　　　 繰　　　　　　　　　　越　　　　　　　　　分

　　　　　　　 欠　　　　　　　　　　損　　　　　　　　　額

計　　　　　　画　　　　　　税

その他の市税
土　　　地 家　　　屋

市税徴収状況（つづき）

調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額 徴収率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現　　　　　　　　　　　　　　　　年

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滞　　　　　　　　　　　　　　　　納

平成30年度

令和元年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不　　　　　　　　　　　　　　　　　納

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部税務課（「主要施策実績報告書」及び｢決算統計｣による）

       区分

年度

市たばこ税

都　　　　　市

計
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単位：千円・％

調定額 収入済額 調定額 収入済額 調定額 収入済額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額

　　　　　　　　　　　 度　　　　　　　　　　　　　　　　　分　

　　　　　　　 繰　　　　　　　　　　越　　　　　　　　　分

　　　　　　　 欠　　　　　　　　　　損　　　　　　　　　額

計　　　　　　画　　　　　　税

その他の市税
土　　　地 家　　　屋
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6. 個人県民税徴収状況 　単位：千円

計 現年度分 滞納繰越分 計 現年度分 滞納繰越分

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部税務課（「主要施策実績報告書」による）

　　　　　区分

年度

調　　定　　額 収　　入　　済　　額

7. 国民健康保険税課税状況

加入世帯数 被保険者数

（世帯） （人）

平成30年度

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

令和元年度

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分

資料：三木市総務部税務課（「主要施策実績報告書」及び「市町村税課税状況等の調」による）

　　　　　　　区分
年度

調定額 収入済額 収入未済額

8. 市税・国民健康保険税等還付状況

現　年 現　年

国保税 国保税

件　数

還付額

資料：三木市総務部税務課（「主要施策実績報告書」による）

計 現年市税 過年度税 計

      年度

区分

平成30年度 令和元年度

現年市税 過年度税 計

9. 市民税所得割納税義務者数

農業

計 有資格者 その他 計 有資格者 その他 計

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

 （注）1.「有資格者」とは、所得税納税者をいい、「その他」とは、市民税のみの納税者をいう。

　　 　2. ｢営業所得者｣及び｢その他の事業所得者｣の数値については、(営業等所得者)の欄に計上している。

       　区分
年次

総　数
給与所得者 営業所得者(営業等所得者)
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単位：円・％

徴収率不能欠損額

単位：件・千円

現　年 現　年 現　年

国保税 国保税 国保税
過年度税現年市税 過年度税計 計 現年市税現年市税 過年度税

単位：人（7月1日現在）

有資格者 その他 計 有資格者 その他 計 有資格者 その他 計 有資格者 その他

その他の所得者 短期･長期･株等分離課税者その他の事業所得者所得者
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11. 所得状況

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

 （注）｢営業所得｣及び｢その他の事業所得｣の数値については、(営業等所得)の欄に計上している。

        区分

年次
総所得額 一般所得計

給与所得
営業所得

(営業等所得)
農業所得

その他の
事業所得

付　表　給与所得　　 　　　　　　　　年　次
区　分

令和元年

給与収入の額

給与所得控除後の額

12. 市民税課税所得額・所得控除額および課税標準額

計 雑 損 医療費 社会保険料等 生命保険料等

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

 (注)1. 課税対象所得額には退職所得を含まない。

　　 2. 社会保険料等には小規模企業共済掛金を含み、生命保険料等には地震保険料を含む。

     3. 寡婦・ひとり親控除額については、令和2年度までは寡婦・寡夫控除額に該当する。

　　　　 区分

年次

課税対象
所 得 額

所　　　　　　　　得

10. 市民税特別徴収状況 単位：人・千円（7月1日現在）

内均等割のみ

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

　　　　区分

年次

特別徴収
義務者数

納 税 義 務 者 数 特 別 徴 収 税 額

総　　数 総　　額 均等割額 所得割額
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単位：千円（7月1日現在）

計
短期譲渡所

得
長期譲渡所

得
総所得 その他

単位：千円（7月1日現在）

分　離　課　税　所　得

その他の
所　　得

単位：千円（7月1日現在）

障害者
同居特障加

算分
寡婦・ひと

り親
勤労学生 配偶者 配偶者特別 扶　養 基　礎 寄附金

控　　　　　除　　　　　額

11. 所得状況

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

 （注）｢営業所得｣及び｢その他の事業所得｣の数値については、(営業等所得)の欄に計上している。

        区分

年次
総所得額 一般所得計

給与所得
営業所得

(営業等所得)
農業所得

その他の
事業所得

付　表　給与所得　　 　　　　　　　　年　次
区　分

令和元年

給与収入の額

給与所得控除後の額

10. 市民税特別徴収状況 単位：人・千円（7月1日現在）

内均等割のみ

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

　　　　区分

年次

特別徴収
義務者数

納 税 義 務 者 数 特 別 徴 収 税 額

総　　数 総　　額 均等割額 所得割額
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単位：人（7月1日現在）

内特別
障害者

内特別
障害者

の対象となった人員である。

配偶者
特別控除

扶養親族
控除

配当
控除

寄附金
税額控

除
内特別
障害者

納税義務
者

扶養親族

配偶者
控　除

障害者控除(2)
寡婦・ひ
とり親控

除

勤労学生
控除

14. 扶養控除人員別納税義務者数・扶養親族数等

納　　税 控除対象 老　　人 扶養親族

義務者数 配 偶 者 配 偶 者 総　　数 総　数 1　人 2人

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

　　　　区分

年次

扶　　　養

15. 青色申告および事業専従者状況

配　偶　者 配偶者以外の者

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

　　　　区分

年次

青色申告者
である納税
義務者数

左　の　う　ち　青　色　事　業　専　従　者　を　有　す　る

青色事業専従者数
青色専従者給与額

（千円）

13. 控除人員状況

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

 （注）1. 障害者控除(1)は、障害者控除を行った納税義務者数であり、障害者控除(2)は、障害者控除

　　 　2. 寡婦・ひとり親控除については、令和2年度までは寡婦・寡夫控除に該当する。

　　　　区分

年次

雑損控除 医療費控除
社会保険
料控除

小規模企業
共済等掛金

控除
生命保険料控除

地震
保険料

障害者
控除(1)
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単位：人（7月1日現在）

内特別
障害者

内特別
障害者

の対象となった人員である。

配偶者
特別控除

扶養親族
控除

配当
控除

寄附金
税額控

除
内特別
障害者

納税義務
者

扶養親族

配偶者
控　除

障害者控除(2)
寡婦・ひ
とり親控

除

勤労学生
控除

単位：人（7月1日現在）

3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人以上

控　　除　　人　　員　　別　　納　　税　　義　　務　　者　　数

単位：人（7月1日現在）

者

配　偶　者 配偶者以外の者

白　色　事　業　専　従　者　関　係

納税義務者数
白 色 事 業 専 従 者 数

事業専従者控除額
（千円）

白色事業専従者を
有する納税義務者数
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単位：千円（7月1日現在）

市民税のみの納税者をいう。

税　額　控　除　額

調整控除 配当控除
住宅借入
金等特別
税額控除

外国税額
控除

寄附金税
額控除

その他

株式等譲
渡所得割
額の控除

額

所　　得　　割　　額

税額調整
額

配当割額
の控除額 計 有資格者

単位：千円（1月1日現在）

計
ゴルフ場
用　　地

遊園地等
の用地

鉄軌道
用　地

その他

原　野

雑　　　　　　　　種　　　　　　　　地

その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人

16. 市民税所得割額等に関する状況

令和元年

資料：三木市総務部税務課（「市町村税課税状況等の調」による）

 （注）所得割額欄中「有資格者」とは、所得税納税者をいい、「その他」とは、所得税のかからなかった

      区分

年次

平均税率
（％）

算　　　　　　出　　　　　　税　　　　　　額 税　額　控　除　額

計
総所得・山
林所得およ
び退職所得

分離短
期譲渡
所得

分離長
期譲渡
所得

株式等に係
る譲渡所得

等分

上場株式
等の配当
所得金額
に係る分

先物取引
に係る雑
所得等分

計

17. 土地の課税標準額

平成31年

令和2年

平成31年

令和2年

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「土地に関する概要調書」による）

 （注）本表は有租地の内免税点以上のものである。

     区分

年次
総　　数 田 畑 宅　　地 塩　田 池　沼 山　林 牧　場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 総 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 個 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 法 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人
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単位：千円（7月1日現在）

市民税のみの納税者をいう。

税　額　控　除　額

調整控除 配当控除
住宅借入
金等特別
税額控除

外国税額
控除

寄附金税
額控除

その他

株式等譲
渡所得割
額の控除

額

所　　得　　割　　額

税額調整
額

配当割額
の控除額 計 有資格者

単位：千円（1月1日現在）

計
ゴルフ場
用　　地

遊園地等
の用地

鉄軌道
用　地

その他

原　野

雑　　　　　　　　種　　　　　　　　地

その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人
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18. 免税点以上家屋の状況

内法人

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「家屋に関する概要調書」による）

     区分

年次

納税義務者数 棟               数

総　数 個　人 法　人 総　数 木　造 非木造

19. 償却資産の決定価格等

市長が価格

等を決定し

た　も　の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総

平成31年

令和2年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う　　　　　　　　　ち

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「償却資産に関する概要調書」による）

     区分

年次

総　数
構築物

機械および
装　　　置

船　舶 航空機
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単位：人・棟・㎡・千円（1月1日現在）

内法人 内法人
非木造 総 額 木　造

床　　　面　　　積 決　　定　　価　　格

非木造総　数 木 造

単位：千円・人（1月1日現在）

車　両 総務大臣が価 県知事が価格

および 格等を決定し 等を決定した

運搬具 た　 も　 の も　　　　の

　　　　　　　　　　　　　　　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 総　 数

　　　　　法　　　　　　　　　　人　　　　　　　　　　　　　　　　　　 うち法人

　　　　

法第389条
関　　 係

　　　　

納税義務者数工具・機械
備　　　品

調整額
その他

18. 免税点以上家屋の状況

内法人

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「家屋に関する概要調書」による）

     区分

年次

納税義務者数 棟               数

総　数 個　人 法　人 総　数 木　造 非木造
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20. 償却資産の課税標準額（法定免税点以上のもの）

 法第349条の
3又は附則第
15条適用

構築物
機械および装

置
船　舶 航空機

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「償却資産に関する概要調書」による）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総

      区分

年次
総　数

市長が価格
等の決定を
行うもの

21. 償却資産の段階別納税義務者数等

内大臣
配分分

内県知事
配 分 分

内法第743
条関係分

平成31年 …

令和2年 …

…

…

…

平成31年 …

令和2年 …

…

…

…

資料：三木市総務部税務課（「償却資産に関する概要調書」による）

150万円未満
のもの

150万円以上
200万円未満

200万円以上
300万円未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 課　　　　　　　　　　　　　　税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 納　　　　　　　税　　　　　　義

      区分

年次
総　　数
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単位：千円（1月1日現在）

車輌および
運　搬　具

工具・器具
備　　　品

調整額
総務大臣が
価格等を決
定したもの

県知事が価
格等を決定
したもの

　　　　　　　　　　　　　　　　　額

法第389条
関　　 係

その他

単位：千円（1月1日現在）

300万円以上
1000万円未満

　　　　　標　　　　　　準　　　　　　額

1000万円以上
2000万円未満

2000万円以上
3000万円未満

3000万円以上
1 億 円 未満

1億円以上
のもの

　　　　　務　　　　　　者　　　　　　数

20. 償却資産の課税標準額（法定免税点以上のもの）

 法第349条の
3又は附則第
15条適用

構築物
機械および装

置
船　舶 航空機

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「償却資産に関する概要調書」による）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総

      区分

年次
総　数

市長が価格
等の決定を
行うもの

21. 償却資産の段階別納税義務者数等

内大臣
配分分

内県知事
配 分 分

内法第743
条関係分

平成31年 …

令和2年 …

…

…

…

平成31年 …

令和2年 …

…

…

…

資料：三木市総務部税務課（「償却資産に関する概要調書」による）

150万円未満
のもの

150万円以上
200万円未満

200万円以上
300万円未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 課　　　　　　　　　　　　　　税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 納　　　　　　　税　　　　　　義

      区分

年次
総　　数
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22. 国有資産等所在市町村交付金の状況　　　　　　　―――国有資産―――

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「市町村交付金に関する概要調書」による）

 （注）本表にかかる交付金算定は、算定標準額×1.4／100

    区分

年次

台　　　　　　　　帳　　　　　　　　価

総　額

土　　　　　　　　地 家

合　計

貸付資産 国有林野
に係る土

地
その他 合　計

貸付資産

23. 国有資産等所在市町村交付金の状況　　　　　　　―――公有資産―――

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「市町村交付金に関する概要調書」による）

 （注）本表にかかる交付金算定は、算定標準額×1.4／100

    区分

年次

台　　　　　　　　帳　　　　　　　　価

総　額

土　　　　　　　　地 家

合　計

貸付資産
水  道
施設等

その他 合　計
水  道
施設等

貸付資産

24. 都市計画税納税義務者数および課税標準額（課税標準額は免税点以上のもの）

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「都市計画税に関する調」による）

免税点
以　上
のもの

総　額
Ａ＋Ｂ

土　地　Ａ
宅　地　等

    区分

年次

納税義務者数
課　　　　　　税

 総　数  個　人  法　人 土　地 家屋
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単位：千円（前年3月31日現在）

屋

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

格
算　　定　　標　　準　　額

償　　却　　資　　産

国有林野に
係る土地

 合　計

貸付資産

 その他  総　額

貸付資産

 その他その他

単位：千円（前年3月31日現在）

屋

貸付資産

住宅以外
のもの

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

格
算　　定　　標　　準　　額

償　　却　　資　　産

水　道
施設等

合　計
水  道
施設等

その他 総 額

貸付資産

その他その他

単位：人・千円（1月1日現在）

　

木　　造 非 木 造

標　　　　　　準　　　　　　額

家屋Ｂ
農　地

宅　　地 そ　の　他

22. 国有資産等所在市町村交付金の状況　　　　　　　―――国有資産―――

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

住宅に
係るもの

住宅以外
のもの

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「市町村交付金に関する概要調書」による）

 （注）本表にかかる交付金算定は、算定標準額×1.4／100

    区分

年次

台　　　　　　　　帳　　　　　　　　価

総　額

土　　　　　　　　地 家

合　計

貸付資産 国有林野
に係る土

地
その他 合　計

貸付資産

24. 都市計画税納税義務者数および課税標準額（課税標準額は免税点以上のもの）

平成31年

令和2年

資料：三木市総務部税務課（「都市計画税に関する調」による）

免税点
以　上
のもの

総　額
Ａ＋Ｂ

土　地　Ａ
宅　地　等

    区分

年次

納税義務者数
課　　　　　　税

 総　数  個　人  法　人 土　地 家屋
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25. 軽自動車税課税対象車両数

令和元年

令和元年

令和元年

令和元年

資料：三木市総務部税務課

 （注）1. 非課税台数とは、官公署所有台数のうち法により非課税となるものをいう。　　　　

       2. 課税免除台数とは、法により課税が免除されるものをいう。

　

      区分

年次

総　数

原　動　機　付　自　転　車

合　計

総排気量が0.05ℓ
以下又は定格出
力が0.6kw以下

　　　　　　　　　　　　　　　　　 差　　　　　　　　引　　　　　　　　課

　　　　　　　　　総　　　　　　　　車

　　　　　　　　　　　　　　　　　 う　　　　　　　　ち　　　　　　　　非

　　　　　　　　　　　　　　　　　 う　　　　　ち　　　　　課　　　　　税

総排気量が0.05ℓ
を越え0.09ℓ以下
又は定格出力が
0.6kwを越え
0.8kw以下

総排気量が0.09ℓ
を越え又は定格
出力が0.8kwを越

えるもの ミニカー
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単位：台（7月1日現在）

乗　用 貨　物

軽　自　動　車　お　よ　び　小　型　特　殊　自　動　車

　税　　　　　　　　台　　　　　　　　数

　両　　　　　　　　台　　　　　　　　数

　課　　　　　税　　　　　台　　　　　数

　免　　　　　除　　　　　台　　　　　数

農　耕　用 特殊作業用
二輪の小型

自動車
 合　計

一　　　　　　　　　　　般

三輪車

四　輪　車

計
二輪車（側
車付のもの
も含む）
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28. 公営企業会計決算額 単位：千円

                 年度

項目
平成30年度 令和元年度

水道事業

収 益 的 収 入

給 水 収 益

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

下水道事業

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

資料：三木市上下水道部水道業務課、下水道課

26. 三木市会計別歳入決算額 単位：千円

会　計　区　分 平成30年度 令和元年度

総 額

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

農 業 共 済 事 業

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

学 校 給 食 事 業

企 業 会 計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

資料：三木市総務部財政課（「主要施策実績報告書」による）

27. 三木市会計別歳出決算額 単位：千円

会　計　区　分 平成30年度 令和元年度

総 額

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

農 業 共 済 事 業

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

学 校 給 食 事 業

企 業 会 計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

資料：三木市総務部財政課（「主要施策実績報告書」による）
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28. 公営企業会計決算額 単位：千円

                 年度

項目
平成30年度 令和元年度

水道事業

収 益 的 収 入

給 水 収 益

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

下水道事業

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

資料：三木市上下水道部水道業務課、下水道課

29. 普通会計決算収支状況

計 逓次繰越 繰越明許費 事故繰越し

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ＝Ｅ～Ｉ Ｅ Ｆ Ｇ

平成30年度

令和元年度

単位：千円

事業繰越 支払繰延

Ｈ Ｉ Ｊ＝Ｃ－Ｄ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ

△48,340 

△30,035 △101,015 

△167,621 

△543,165 △74,037 

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

積立金 繰上償還金 積立金取崩額
実質単年度

収支

　　　区分

年度

歳入総額 歳出総額 差引額
翌年度へ繰り越すべき

財　源
実質収支 単年度収支

26. 三木市会計別歳入決算額 単位：千円

会　計　区　分 平成30年度 令和元年度

総 額

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

農 業 共 済 事 業

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

学 校 給 食 事 業

企 業 会 計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

資料：三木市総務部財政課（「主要施策実績報告書」による）

27. 三木市会計別歳出決算額 単位：千円

会　計　区　分 平成30年度 令和元年度

総 額

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

農 業 共 済 事 業

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

学 校 給 食 事 業

企 業 会 計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

資料：三木市総務部財政課（「主要施策実績報告書」による）
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30. 普通会計歳入状況

      区分

年度
歳入合計 地方税

地　方
譲与税

利子割
交付金

配当割
交付金

株式等
譲渡所
得割交
付金

地方消費税
交付金

ｺﾞﾙﾌ場利
用税交付

金

軽油･自動
車取得税
交付金

自動車税
環境性能
割交付金

法人事業
税交付金

地方特例
交付金

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

　経　　　　　　　常　　　　　　　一

決

一　　　　　　　　　　　　　　般

経　　　　　　　　　　　　　　　常

－ 241 －



単位：千円

地方
交付税

交通安全
対策特別
交付金

分担金負
担金

使用料 手数料
国庫

支出金
県支出金 財産収入 寄附金 繰入金 繰越金 諸収入 地方債

　般　　　　  　　　財　　　　　    　　源

算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額

財　　　          　　　　　　　　　　　　源

　収　         　　　　　　　　　　　　　　入

30. 普通会計歳入状況

      区分

年度
歳入合計 地方税

地　方
譲与税

利子割
交付金

配当割
交付金

株式等
譲渡所
得割交
付金

地方消費税
交付金

ｺﾞﾙﾌ場利
用税交付

金

軽油･自動
車取得税
交付金

自動車税
環境性能
割交付金

法人事業
税交付金

地方特例
交付金

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

　経　　　　　　　常　　　　　　　一

決

一　　　　　　　　　　　　　　般

経　　　　　　　　　　　　　　　常
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31. 普通会計歳出状況 Ⅰ （性質別歳出）

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

       区分

年度

歳出合計 うち人件費

消費的経費

物件費 維持補修費

経　 　 常　　  一　　 般

一　　　　　　　　　　　般

経　　　　　　　　　　　常

計 人件費

決

扶助費 補助費等
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単位：千円

うち一時借入
金利子

災害復旧
事業費

計

その他の経費投資的経費

積立金
投資及び
出資金･貸

付金
繰出金

財　　　源　　　支　　　出

公債費
前年度繰
上充用金

財　　　　　　　　　　　源

支　　　　　　　　　　　出

算　　　　　　　　　　　額

計
普通建設事

業 費

31. 普通会計歳出状況 Ⅰ （性質別歳出）

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

       区分

年度

歳出合計 うち人件費

消費的経費

物件費 維持補修費

経　 　 常　　  一　　 般

一　　　　　　　　　　　般

経　　　　　　　　　　　常

計 人件費

決

扶助費 補助費等
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32. 普通会計歳出状況 Ⅱ （目的別歳出）

       区分

年度
歳出合計 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林業費 商工費

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

                               決

一　　　　　　　              　般

33. 地方交付税決定状況および財政分析

額 錯 誤 額 額 錯 誤 額 率 額

平成30年度

令和元年度

△764

△33,533

資料：三木市総務部財政課（「交付税算定台帳」及び「決算カード」による）

 （注）財政分析の計算式は次のとおり（分析は普通会計である）

       区分

年度

地 方 交 付 税 決 定 状 況

基準財政需要額 基準財政収入額 交付基準額
（財源不足

額）

調　　　　整
普通交付
税決定額

･標準財政規模＝（基準財政収入額-地方譲与税-交通安全対策特別交付金)×　

･財政力指数＝　　　　　　　　 
基準財政収入額

の過去3か年の平均値　 ･実質収支比率＝　　　　　　　　
実質収支額

×100
基準財政需要額 標準財政規模

標準税収入額＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額－交付税に

･公債費比率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公債費充当一般財源－災害復旧等にかかる基準財政需要額

×100
標準税収入＋普通交付税額－災害復旧等にかかる基準財政需要額

･実質公債費比率＝
公債費充当一般財源＋公営企業の償還金に充てたと認められる繰出金＋
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単位：千円

土木費 消防費 教育費
災害復旧

費
公債費 諸支出金

前年度繰
上充用金

算　　        　　　　　　　額

財　　　     　　　　　　　源

単位：千円

合　計

地 方 交 付 税 決 定 状 況
財政分析

財政力
指　数

実質収支
比率

（％）

経常収支比
率（％）

実質公債
費比率
(3年平
均)(％)

将来負担
比率(％)

標準財政規
模特別交付

税決定額

 +地方譲与税+交通安全対策特別交付金+普通交付税

・経常収支比率＝
経常経費充当一般財源

×100　
経常一般財源

公債費に準ずる債務負担行為等－交付税に算入された償還額
算入された償還額

32. 普通会計歳出状況 Ⅱ （目的別歳出）

       区分

年度
歳出合計 議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林業費 商工費

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

                               決

一　　　　　　　              　般

33. 地方交付税決定状況および財政分析

額 錯 誤 額 額 錯 誤 額 率 額

平成30年度

令和元年度

△764

△33,533

資料：三木市総務部財政課（「交付税算定台帳」及び「決算カード」による）

 （注）財政分析の計算式は次のとおり（分析は普通会計である）

       区分

年度

地 方 交 付 税 決 定 状 況

基準財政需要額 基準財政収入額 交付基準額
（財源不足

額）

調　　　　整
普通交付
税決定額

･標準財政規模＝（基準財政収入額-地方譲与税-交通安全対策特別交付金)×　

･財政力指数＝　　　　　　　　 
基準財政収入額

の過去3か年の平均値　 ･実質収支比率＝　　　　　　　　
実質収支額

×100
基準財政需要額 標準財政規模

標準税収入額＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額－交付税に

･公債費比率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公債費充当一般財源－災害復旧等にかかる基準財政需要額

×100
標準税収入＋普通交付税額－災害復旧等にかかる基準財政需要額

･実質公債費比率＝
公債費充当一般財源＋公営企業の償還金に充てたと認められる繰出金＋
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単位：千円

一般単独
事業債

公共用地
先行取得
等事業債

財源対策
債

減収補塡債
減税補塡

債
臨時税収
補塡債

臨時財政対
策債

県貸付金 その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　う　　　　　　　ち　　　　　　　政 府　　　　　　資　　　　　金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　　　年　　　　　　　度 発　　　　　行　　　　　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　　　年　　　　　　　度 償　　　　　還　　　　　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　年　　　　度　　　　末 現　　　　　在　　　　　高

34. 地方債種類別現在高

      区分

年度

総合計
公共事業等

債

防災・減
災・国土強
靭化緊急対
策事業債

公営住宅建
設事業債

災害復旧
事業債

学校教育施
設等整備事

業債

社会福祉
施設整備
事業債

一般廃棄
物処理事

業債

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

 （注）1. 普通会計における状況である。
　　　 2. 利子は含まない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　　　年　　　　　　　度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　　　年　　　　　　　度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　年　　　　度　　　　末

　　　　　　　　　　　　　　　　　　う　　　　　　　ち　　　　　　　政
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単位：千円

一般単独
事業債

公共用地
先行取得
等事業債

財源対策
債

減収補塡債
減税補塡

債
臨時税収
補塡債

臨時財政対
策債

県貸付金 その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　う　　　　　　　ち　　　　　　　政 府　　　　　　資　　　　　金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　　　年　　　　　　　度 発　　　　　行　　　　　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　　　年　　　　　　　度 償　　　　　還　　　　　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　年　　　　度　　　　末 現　　　　　在　　　　　高
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35. 地方債借入先別状況

合　計
財政融資

資金
旧簡保資金 旧郵貯資金

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

平成30年度

令和元年度

資料：三木市総務部財政課（「地方財政状況調査」による）

 （注）1. 普通会計における状況である。

　　　 2. 利子は含まない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　年　　　　　度　　　　　末

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　年　　　　　度

        区分

年度
総　　額

政　　　府　　　資　　　金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　　　　年　　　　　度

証書借入分
証券

発行分

－ 249 －



単位：千円

　　　　現　　　　　在　　　　　高

市場公募債 共済等 その他

　　　　発　　　　　行　　　　　額

　　　　償　　　　　還　　　　　額

保険会社 交付公債
地方公共
団体金融

機構
市中銀行

その他の
金融機関

－ 250 －


